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答 申 書 

（平成 30 年度診療報酬改定について） 

 

平成 30 年１月 12 日付け厚生労働省発保 0112 第１号をもって諮問のあ

った件について、別紙１から別紙７までの改正案を答申する。 

なお、答申に当たっての本協議会の意見は、別添のとおりである。 

 

中 医 協  総 － ２ 

３ ０ ． ２ ． ７ 



（別添） 

 

答申書附帯意見 

 

（入院医療） 

１ 今回改定で再編・統合した急性期一般入院基本料、地域一般入院基本料、療養病

棟入院基本料等（救急医療に関する評価を含む。）に係る、在宅復帰・病床機能連

携率、重症度、医療・看護必要度、医療区分、リハビリテーションの実績指数等の

指標及び看護職員の配置の状況について調査・検証するとともに、特定機能病院入

院基本料等のその他の病棟の評価体系も含めた、入院医療機能のより適切な評価指

標や測定方法等、医療機能の分化・強化、連携の推進に資する評価の在り方につい

て引き続き検討すること。 

２ データに基づくアウトカム評価の推進の観点から、より適切な評価に資するデー

タ提出項目の追加やデータ提出を要件化する対象病棟の拡大等について引き続き

検討すること。 

 

（ＤＰＣ制度） 

３ 調整係数の機能評価係数Ⅱへの置換え完了等を踏まえ、ＤＰＣ制度以外の入院医

療とともに、ＤＰＣ制度の適切かつ安定的な運用について、引き続き推進すること。 

 

（外来医療、在宅医療、かかりつけ機能） 

４ 外来医療の在り方に係る今後の方向性を踏まえ、紹介状なしで大病院を受診した

場合の定額負担の対象医療機関の範囲拡大、地域包括診療料等の見直し、かかりつ

け医機能を有する医療機関の新たな評価等の影響を調査・検証し、かかりつけ医機

能を有する医療機関と専門医療機関との機能分化・連携強化に資する評価の在り方

について引き続き検討すること。 

５ かかりつけ医機能を有する医療機関を含む在宅医療の提供体制の確保や、個々の

患者の特性に応じた質の高い在宅医療と訪問看護の推進に資する評価の在り方に

ついて、歯科訪問診療や在宅薬学管理を含め、引き続き検討すること。 

 

（医薬品の適正使用） 

６ 向精神薬や抗菌薬等をはじめ、医薬品の適正使用の取組推進と併せて、医薬品の

長期処方・多剤処方、処方箋様式や医療機関と薬局の連携等の在り方について引き

続き検討すること。 

 

（生活習慣病の医学管理、オンライン診療等） 

７ 生活習慣病管理料を含む生活習慣病の診断・治療に係る評価の見直しの影響を調

査・検証し、エビデンスに基づく生活習慣病の重症化予防のより効率的・効果的な

推進の在り方について引き続き検討すること。 

 



（別添） 

 

８ オンラインシステム等の通信技術を用いた診療の評価の新設に係る影響を調

査・検証するとともに、対面診療と適切に組み合わせたＩＣＴを活用した効果的・

効率的な外来・在宅医療の提供や、遠隔でのモニタリング等に係る評価の在り方に

ついて引き続き検討すること。 

 

（医療と介護の連携） 

９ 介護保険制度における介護療養型医療施設及び老人性認知症疾患療養病棟の見

直し、介護医療院の創設等の方向性を踏まえつつ、 

① 医療と介護が適切に連携した患者が望む場所での看取りの実現、 

② 維持期・生活期のリハビリテーションの介護保険への移行等を踏まえ、切れ

目のないリハビリテーションの推進、 

③ 有床診療所をはじめとする地域包括ケアを担う医療機関・訪問看護ステーシ

ョンと、居宅介護支援専門員や介護保険施設等の関係者・関係機関との連携の

推進 

に資する評価の在り方について引き続き検討すること。 

 

（医療従事者の負担軽減、働き方改革） 

10 常勤配置や勤務場所等に係る要件の緩和等の影響を調査・検証し、医療従事者の

負担軽減、働き方改革の推進に資する評価の在り方について引き続き検討すること。      

また、診療報酬請求等に係る業務の効率化・合理化に係る取組について引き続き

推進すること。 

 

（データの利活用） 

11 診療報酬に関するデータの利活用の推進に係る取組について引き続き推進する

とともに、平成 32 年度に向けたレセプト様式や診療報酬コード体系の抜本的な見

直しについて、郵便番号の追加を含め、次期診療報酬改定での対応について、引き

続き検討すること。 

 

（歯科診療報酬） 

12 かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所の評価の見直しによる影響や、歯科疾患

管理料に係る加算の新設の影響及び継続的管理の実施状況等を調査・検証し、かか

りつけ歯科医の機能の評価や口腔疾患の継続的な管理の在り方について引き続き

検討すること。 

13 院内感染対策に係る初診料・再診料の見直しの影響を把握し、院内感染対策の推

進に資する評価の在り方について引き続き検討すること。 

 

 

 



（別添） 

 

（調剤報酬） 

14 服薬情報の一元的・継続的な把握とそれに基づく薬学的管理・指導を行うかかり

つけ薬剤師の取組状況やいわゆる大型門前薬局等の評価の適正化による影響を調

査・検証し、患者本位の医薬分業を実現するための調剤報酬の在り方について引き

続き検討すること。 

 

（後発医薬品の使用促進） 

15 後発医薬品の数量シェア 80％目標の達成に向けて、医療機関や薬局における使用

状況を調査・検証し、薬価の在り方や診療報酬における更なる使用促進策について

引き続き検討すること。 

 

（薬価制度の抜本改革） 

16 「薬価制度の抜本改革について 骨子」に基づき、薬価制度の抜本改革による関

係者への影響を検証した上で、必要な対応について引き続き検討すること。 

また、基礎的医薬品への対応の在り方について引き続き検討すること。 

 

（費用対効果評価） 

17 試行的実施において明らかとなった技術的課題への対応策とともに、本格実施の

具体的内容について引き続き検討を行い、平成 30 年度中に結論を得ること。 

 

（明細書の無料発行） 

18 現行のレセプト様式の見直しが予定されている平成 32 年度に向けて、明細書の

無料発行の更なる促進の取組について引き続き検討すること。 

 

（医療技術の評価） 

19 先進医療を含む新規医療技術の評価の在り方について、医療技術評価分科会と先

進医療会議との連携・役割分担を含め、引き続き検討すること。また、手術手技を

はじめとした技術評価（分類）について、関係有識者と連携しながら、国際的な動

向も踏まえつつ、体系化を引き続き推進すること。 

 

（その他） 

20 ニコチン依存症管理料の適切な評価、医療用保湿剤の適正な処方及び精神科入院

患者の地域移行の推進等について引き続き検討すること。 

 


